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株主通信

当期におけるわが国経済は、一部に弱めの動きがみられたものの、企業収
益は改善しており、業況感は良好な水準を維持するもとで、景気は緩やかに
回復しています。情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）
に対する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資は堅調に推移しました。
このような経営環境において、当社グループは、2026年度を最終年度と

する６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のもと、主要顧客である
製造業のビジネス環境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・サー
ビスで支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の経営課題解決
に取り組むとともに、サステナビリティへの貢献にも取り組んでおります。
引き続き、複合型ソリューションの提供を通じて、顧客の業務効率化を推

進するとともに、多様な商材の知見・ノウハウの蓄積を図りました。また、自
社開発製品の機能強化と有力パートナーとの連携推進により、ソリューショ
ンポートフォリオの拡充と製造業のデジタル化を指向する「ものづくりデジ
タライゼーション」の推進に取り組み、提供ソリューションの高付加価値化
に努めました。
さらに、自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の機能強化・

拡充に努め、特に2024年４月の機能強化版リリースに向け、「mcframe」の
SaaS型製品の開発を促進いたしました。また、システム導入後に蓄積され
るデータの価値を最大化するビジネスやユーザー共創型ビジネスを推進し、
特に、進化する医薬品製造（細胞医療、連続生産等）への対応に向けて、製薬

業界との共創に取り組みました。
海外においては、東京本社と現地法人・現地パートナーとの一体的な顧

客支援体制を一層拡充しました。さらに、フィリピン、ベトナムでの
「mcframe」シリーズ製品の販売拡大を目指し、現地パートナーへの出資を
行うことで関係強化を図りました。また、従来の顧客の海外拠点のI T化に
加え、日本本社と海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・
サービスの提供を強化いたしました。
そのほか、人材を資本として捉え、その価値を最大限に引き出すことで中

長期的な企業価値向上を図るため、人材採用、人材育成・定着、エンゲージ
メント向上、働き方改革およびダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョ
ン等による人的資本経営の推進に取り組みました。顧客の社会課題解決に
寄与するデジタル化支援やサステナビリティ活動を支援する製品・サービス
の開発・提供に努めました。また、ESG関連方針の制定やマテリアリティ（重
要課題）の特定を行ったほか、温室効果ガス排出量（Scope1＋2）の削減目
標を設定し、当社グループのサステナビリティを巡る課題への対応を進めま
した。中長期的な成長と企業価値の向上を目指し、主に製品開発、人材・人
的資本、技術力・体制の強化に対し重点的に投資を行いました。
株主の皆様におかれましては、当社事業へのご理解とともに将来性にご

期待いただき、引き続き長期的な視点でのご支援を賜りたく、心よりお願い
申し上げます。

当期の概要

年
度2023

［ 第45期 ］

連結業績ハイライト

○ 受注高・売上高は、ソリューション事業の受注・売上増加とプロダクト事業の
ライセンス販売増加等により、過去最高を連続更新。mcframeライセンス売
上高も過去最高を連続更新（前期比14.9%増）。

○ 利益は、売上高増加による利益増、ソリューション事業のプロジェクト採算性
向上やプロダクト事業のライセンス販売伸長などにより、8期連続過去最高
益を更新。

決算のポイント

［ 2023年4月1日～2024年3月31日 ］通 期

株主の皆様には平素より格別のご支援とご高配を賜り、
誠にありがたく厚く御礼申し上げます。
ここに、当社グループ2023年度（2024年3月期）通期の
「株主通信」をお届けし、当社グループの事業内容および
当期の状況についてご説明申し上げます。
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株式の状況

大株主

所有者別株式分布状況

株主メモ
事業年度
毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会
毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当 3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ
公告いたします。

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・電話照会先］
〒168-0063 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 
証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株
式会社の本店および全国各支店で
行っております。
単元株式数
100株
公告の方法
電子公告 https://www.b-en-g.co.jp/
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外国人
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その他国内法人

■ 金融機関
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(自己株式含む)
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■ 証券会社
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2024年3月31日現在

発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 12,000,000株

株 主 数 8,893名

所有株式数（株） 所有比率（%）

株式会社図研 2,520,000 21.00

三谷産業株式会社 1,488,000 12.40

ウイングアーク１ｓｔ株式会社 960,000 8.00

株式会社インテック 720,000 6.00

キヤノンＩＴソリューションズ株式会社 720,000 6.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 348,400 2.90

株式会社テクノスジャパン 180,000 1.50

B-EN-G社員持株会 152,500 1.27

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 123,400 1.02

株式会社アバントグループ 108,000 0.90

株式会社テラスカイ 108,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 108,000 0.90

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社
事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）
資 本 金 697,600,000円
従 業 員 数 連結699名　単体537名（2024年3月31日現在）
業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング

コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中村区名駅３丁目26番８号
KDX名古屋駅前ビル13階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

会社概要  （2024年6月21日現在）

役　員  （2024年6月21日現在））

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
常 務 取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
社外取締役　監査等委員 三　好　　貴　子
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

ソリューション事業　

プロダクト事業

　顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じ
た提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビジネスシス
テムサービス株式会社が展開。
○ 顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組む。
○ 安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件
の拡大に努めるとともに、サービス品質および生産性の向
上に注力し、採算性が向上。

　受注高497百万円（前期比29.3％増）、売上高398百万円（前
期比5.9％減）、セグメント利益498百万円（前期比10.7％増）。

システムサポート事業

売上高構成
合計

19,493百万円

システムサポート事業

398百万円
2.0%

ソリューション事業

12,767百万円
65.5%

プロダクト事業

6,326百万円
32.5%

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティ
ング、システム構築等を主に行う事業。
○ 継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを中
長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力。機械・精
密機器、製薬、食品、化学等の多様な業界から受注獲得。

○ E R Pシステムを主に、製造実行管理システム、サプライ
チェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシステ

　自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネ
スパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベースとした
コンサルティング、システム構築等を行う事業。
○主力製品「mcf rame 7」の機能強化をはじめとして、顧客
のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与する
機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向
上や作業技能習得に寄与するI oTサービスの機能強化を
図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力。
○多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進

ムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力。
○ 当事業が強みを持つ付加価値の高い領域に注力するとと
もに、プロジェクト採算性向上に努め、利益面は伸長。

　受注高12,98 0百万円（前期比0.9％増）、売上高12,767

百万円（前期比2.4％増）、セグメント利益3,244百万円（前期
比13.3％増）。

活動を展開。
○長期的にビジネスパートナーおよびエンジニアリング
パートナーの拡大と関係強化に取り組んできたことが新
規顧客・案件の獲得につながる。また、主力製品の
「mcf rame 7」およびその周辺ソリューションの販売が
増加したことで、ライセンス販売は伸長。

　受注高6,477百万円（前期比8.5％増）、売上高6,326百万
円（前期比12.8％増）、セグメント利益2,024百万円（前期比
22.3％増）。

IRカレンダー
（予定）

セグメント別事業概況

インフォメーション
今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の

クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。

+12.8%+19.3%+19.7%

+3.8% +5.3%

※  当社グループは2023年4月1日付で組織改正を行っており、プロダクト事業からソリューション事業へ一部案件を移管しております。前期との比較・分析にあた
っては、当該組織改正を遡って適用した後の数値を用いております。
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決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送

株主通信発送

株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会

●期末配当

●3月末基準株主優待

●通期株主通信

●6月末基準株主優待

●第1四半期株主通信

●9月末基準株主優待

●第2四半期株主通信

●12月末基準株主優待

●第3四半期株主通信

2024年６月21日開催の第45期定時
株主総会において報告ならびに決議さ
れました内容は、ホームページに掲載
しておりますのでご覧ください。

https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/stock_info/soukai.html

「第45期定時株主総会決議ご通知」のご案内

本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 
TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624
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19,493

2021年度

17,76017,760 18,50618,506

2022年度

売上高

2023年度

19,955

2021年度

17,91217,912 19,21619,216

2022年度

受注高

2023年度

3,885

2021年度

2,4122,412

3,2463,246

2022年度

営業利益

2021年度 2023年度

2,625

2022年度

1,6431,643

2,3282,328

親会社株主に帰属する当期純利益

2023年度

3,877

2021年度

2,4432,443

3,2503,250

2022年度

経常利益

2023年度

10,950

15,718

2021年度

11,49111,491

7,4757,475

13,40813,408

9,2879,287

2022年度

■ 純資産　■ 総資産

　（単位：百万円）

株式の状況

大株主

所有者別株式分布状況

株主メモ
事業年度
毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会
毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当 3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ
公告いたします。

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・電話照会先］
〒168-0063 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 
証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株
式会社の本店および全国各支店で
行っております。
単元株式数
100株
公告の方法
電子公告 https://www.b-en-g.co.jp/

金融機関

証券会社

外国人

個人・その他

その他国内法人

■ 金融機関
4.10%■ 外国人

4.40%

■ 個人・その他
(自己株式含む)
31.41%

■ 証券会社
1.64%

■ その他国内法人
58.45%

2024年3月31日現在

発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 12,000,000株

株 主 数 8,893名

所有株式数（株） 所有比率（%）

株式会社図研 2,520,000 21.00

三谷産業株式会社 1,488,000 12.40

ウイングアーク１ｓｔ株式会社 960,000 8.00

株式会社インテック 720,000 6.00

キヤノンＩＴソリューションズ株式会社 720,000 6.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 348,400 2.90

株式会社テクノスジャパン 180,000 1.50

B-EN-G社員持株会 152,500 1.27

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 123,400 1.02

株式会社アバントグループ 108,000 0.90

株式会社テラスカイ 108,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 108,000 0.90

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社
事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）
資 本 金 697,600,000円
従 業 員 数 連結699名　単体537名（2024年3月31日現在）
業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング

コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中村区名駅３丁目26番８号
KDX名古屋駅前ビル13階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

会社概要  （2024年6月21日現在）

役　員  （2024年6月21日現在））

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
常 務 取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
社外取締役　監査等委員 三　好　　貴　子
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

ソリューション事業　

プロダクト事業

　顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じ
た提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビジネスシス
テムサービス株式会社が展開。
○ 顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組む。
○ 安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件
の拡大に努めるとともに、サービス品質および生産性の向
上に注力し、採算性が向上。

　受注高497百万円（前期比29.3％増）、売上高398百万円（前
期比5.9％減）、セグメント利益498百万円（前期比10.7％増）。

システムサポート事業

売上高構成
合計

19,493百万円

システムサポート事業

398百万円
2.0%

ソリューション事業

12,767百万円
65.5%

プロダクト事業

6,326百万円
32.5%

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティ
ング、システム構築等を主に行う事業。
○ 継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを中
長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力。機械・精
密機器、製薬、食品、化学等の多様な業界から受注獲得。

○ E R Pシステムを主に、製造実行管理システム、サプライ
チェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシステ

　自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネ
スパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベースとした
コンサルティング、システム構築等を行う事業。
○主力製品「mcf rame 7」の機能強化をはじめとして、顧客
のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与する
機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向
上や作業技能習得に寄与するI oTサービスの機能強化を
図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力。
○多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進

ムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力。
○ 当事業が強みを持つ付加価値の高い領域に注力するとと
もに、プロジェクト採算性向上に努め、利益面は伸長。

　受注高12,98 0百万円（前期比0.9％増）、売上高12,767

百万円（前期比2.4％増）、セグメント利益3,244百万円（前期
比13.3％増）。

活動を展開。
○長期的にビジネスパートナーおよびエンジニアリング
パートナーの拡大と関係強化に取り組んできたことが新
規顧客・案件の獲得につながる。また、主力製品の
「mcf rame 7」およびその周辺ソリューションの販売が
増加したことで、ライセンス販売は伸長。

　受注高6,477百万円（前期比8.5％増）、売上高6,326百万
円（前期比12.8％増）、セグメント利益2,024百万円（前期比
22.3％増）。

IRカレンダー
（予定）

セグメント別事業概況

インフォメーション
今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の

クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。

+12.8%+19.3%+19.7%

+3.8% +5.3%

※  当社グループは2023年4月1日付で組織改正を行っており、プロダクト事業からソリューション事業へ一部案件を移管しております。前期との比較・分析にあた
っては、当該組織改正を遡って適用した後の数値を用いております。

2024年 2025年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送

株主通信発送

株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会

●期末配当

●3月末基準株主優待

●通期株主通信

●6月末基準株主優待

●第1四半期株主通信

●9月末基準株主優待

●第2四半期株主通信

●12月末基準株主優待

●第3四半期株主通信

2024年６月21日開催の第45期定時
株主総会において報告ならびに決議さ
れました内容は、ホームページに掲載
しておりますのでご覧ください。

https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/stock_info/soukai.html

「第45期定時株主総会決議ご通知」のご案内

本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 
TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624
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2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2028年度 2029年度2027年度

SaaSビジネスの売上計画

引き続き利益面が大きく増加いたしましたが、 2023年度ではここ数年のトレンドに比べて売上
高の伸びが大きかったことが特筆すべき点です。売上高は、10億円弱（前期比5％強）の伸びとなり
ました。プロダクト事業の売上高の伸びは7億円強で、mcframeライセンス販売が5.6億円を占め
ます。これが、売上高を押し上げつつ、利益増にも大きく貢献しました。ソリューション事業の売上
高の伸びは約3億円で、プロジェクトの採算性向上と相まって利益を押し上げました。

従来の経営計画（経営Vision 2026）では他の事業戦略との関連でサステナビリティを位置付け
ておりましたが、持続可能な社会に対する意識の高まりのなか、4つ目の事業戦略として明確化し、
その活動の強化を図ることとしました。
事業活動を通じた社会課題解決への取り組み例としては、製造業の温室効果ガス排出量シミュ

レーション機能の提供などが挙げられます。また、インドネシア職業高校への会計講師派遣、能登
半島震災被災地への支援活動等、非収益型の活動も行っています。企業基盤づくりとしては、サス
テナビリティ推進室の新設、マテリアリティの開示や温室効果ガスの削減目標設定、国連グローバ
ル・コンパクトへの加盟などがあります。

最近では、目まぐるしく変化する事業環境に対応するため、迅速なシステ
ム構築のニーズが高まっています。その有力な対応手法の一つがSaaS型
（クラウドの一形態）のサービスです。SaaSでは、初期設定こそ必要となる
ものの、あらかじめ提供された標準機能をサービスとして利用することで、
短期間でのシステム構築が可能です。また、システム構築後の変更や機能
追加に対しても自動的にアップデートされます。
生産管理の分野では、競争力の維持向上のために機能変更等が求められ

ますが、SaaSサービスでは一般に機能の変更はできません。この問題を解
決したのが当社の「mcframe X」です。豊富な標準機能とカスタマイズ性
のあるSaaSにより、短期間での導入、バージョンアップの保証、個別要件
への対応を実現します。
このような特徴により、「mcframe X」は、新たな領域を開拓できると考

えています。比較的少ないITスタッフで運用可能なため、日系企業様の海
外拠点への導入などの用途での利用も増えていくものと考えています。

同賞は、SAPジャパン社より高い評価を受けたパートナー企業に授
与される賞です。2024年、当社は、「プロジェクト・アワード」部門の
優秀賞を受賞いたしました。
株式会社LSIメディエンス様向けの調達ガバナンス強化プロジェク

トにおいて、予算・期間・人的リソースの厳しい制約のなかで顧客ニー
ズを十分理解し、調達業務のトランスフォーメーションに寄与したこ
とが高く評価されました。

当社は、2年前に続き、海外拠点を持つ日本企業の日本本社および海
外現地法人を対象に、「海外進出企業の情報システム/デジタル技術活
用に関する動向調査」を実施しました。為替変動や海外での人件費や
物価の上昇などが海外事業へ影響を与えた、コロナ後の変化を反映し
た動きが始まっている、海外拠点のIT活用強化の必要性を感じている、
などの状況が明らかになりました。

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2020年度 2021年度

42.042.0
35.035.0

21.521.5

2019年度

22.522.5

12.512.511.011.08.08.0

2022年度

64.064.0

2023年度

78.078.0

2024年度
（予定）

84.084.0

※ 2022年６月１日付で１対２の株式分割を行っており、2021年度以前の配当金につきましては、株式分割調整後の数値を記載しております。

※2019年度以前の実績は、収益認識会計基準の遡及適用前の数値を表示しています。

※mcframeライセンス売上高のうち、「SaaS利用料」を合計したもの

当社は、株主様への利益還元は配当により行う方針とし
ており、累進配当および連結配当性向が中長期的に35%

を上回るよう努めることを基本方針としております。
2023年度の配当金につきましては、2024年３月末時

点の株主様への期末配当金を１株あたり46円とさせてい
ただき、年間配当金は前期より14円増配の１株あたり78

円となり、９期連続増配となりました。2024年度（2025

年３月期）につきましては、当期より６円増配の年間84円
（中間配当・期末配当ともに42円）を予定しており、10期
連続増配とさせていただく予定です。

■ 1株あたり配当金
　　（単位：円）

決算説明動画のご案内
2023年度決算状況や経営計画「経営Vision 2026 改訂版」の進捗状況についての
ご説明動画をホームページに掲載しておりますので、是非ご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/materials/briefing_materials.html

配当予想についてお聞かせください。

８期連続で過去最高益を更新しました。　　　　　

経営計画の4つ目の柱に「サステナビリティへの貢献」が加わりました。

生産管理システムをクラウドで提供開始しました。

連結財務諸表（要旨）Top Interview

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

18,50618,506

3,2463,246

19,49319,493

3,8853,885
17,76017,760

2,4122,412

17,70717,707

1,9021,902

17,72817,728

1,5731,573

15,25315,253

1,2081,208

13,47913,479

757757

13,28913,289

715715

12,54912,549

531531

事業を通じた
社会課題解決

非収益型の活動による
社会課題解決

企業基盤づくりを通じた
社会課題解決

（単位：百万円）

■ 売上高（連結）　■ 営業利益（連結）

mcframe X機能強化版リリース

mcframeファミリー製品統合

2026-2029年度で
3倍増の見込み

秋田県知事（右端）、秋田市長（左端）とともに
記念撮影する、B-SERV社長志村（中央）、当社
社長羽田（右から２番目）

資産の部 2023年度
2024年3月31日現在

2022年度
2023年3月31日現在

流動資産 12,583,247 10,821,627

　　現金及び預金 8,381,943 6,966,947

　　受取手形、売掛金及び契約資産 3,526,528 3,261,012

　　仕掛品 9,228 2,487

　　その他 665,546 591,179

固定資産 3,135,073 2,587,038

　有形固定資産 169,920 130,885

　　建物 66,451 52,188

　　工具、器具及び備品 103,468 78,696

　無形固定資産 1,627,390 1,347,364

　　ソフトウエア 1,622,421 1,341,840

　　その他 4,969 5,524

　投資その他の資産 1,337,762 1,108,787

　　投資有価証券 538,888 371,714

　　敷金 298,661 295,985

　　繰延税金資産 375,263 316,819

　　その他 130,449 129,768

　　貸倒引当金 △5,499 △5,499

資産合計 15,718,321 13,408,665

連結貸借対照表 （単位：千円）

2023年度
自2023年4月 1 日
至2024年3月31日

2022年度
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

売上高 19,493,075 18,506,410

売上原価 11,640,305 11,511,527

　売上総利益 7,852,770 6,994,883

販売費及び一般管理費 3,967,367 3,748,481

　営業利益 3,885,403 3,246,402

営業外収益 16,144 11,815

営業外費用 24,142 7,875

　経常利益 3,877,404 3,250,342

　税金等調整前当期純利益 3,877,404 3,250,342

　　法人税、住民税及び事業税 1,313,867 851,883

　　法人税等調整額 △62,259 70,214

　当期純利益 2,625,796 2,328,244

　親会社株主に帰属する当期純利益 2,625,796 2,328,244

連結損益計算書 （単位：千円）

2023年度
自2023年4月 1 日
至2024年3月31日

2022年度
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,553,549 3,278,602

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,127,778 △696,626

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,003,343 △549,061

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,432 △11,855

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,414,996 2,021,059

現金及び現金同等物の期首残高 6,966,947 4,945,888

現金及び現金同等物の期末残高 8,381,943 6,966,947

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

当期業績と今後の取り組みについて 負債の部 2023年度
2024年3月31日現在

2022年度
2023年3月31日現在

流動負債 4,752,518 4,121,422
　　支払手形及び買掛金 422,634 498,809
　　短期借入金 100,000 100,000
　　未払費用 535,416 537,503
　　未払法人税等 969,646 406,246
　　前受金 1,312,757 1,128,019
　　賞与引当金 784,470 693,722
　　役員賞与引当金 47,900 80,000
　　品質保証引当金 18,942 22,507
　　受注損失引当金 ― 23,334
　　その他 560,749 631,280
固定負債 15,387 4,121,42―2
　　役員株式給付引当金 15,387 498,80―9

負債合計 4,767,906 4,121,422

純資産の部
株主資本 10,941,208 9,296,267
　　資本金 697,600 697,600
　　資本剰余金 565,273 565,273
　　利益剰余金 9,759,510 8,033,699
　　自己株式 △81,175 △304
その他の包括利益累計額 9,206 △9,025
　　その他有価証券評価差額金 37,643 11,979
　　為替換算調整勘定 △28,437 △21,005
純資産合計 10,950,415 9,287,242

負債純資産合計 15,718,321 13,408,665

流動資産につきましては、現金及び預金の増加、受取手形、
売掛金及び契約資産の増加等により、前期末と比較して1,761

百万円増加し、12,583百万円となりました。なお、当期末の
総資産に占める流動資産の比率は80.1％であります。
また、固定資産につきましては、無形固定資産の取得が無形

固定資産の減価償却額を上回ったこと、投資有価証券の取得に
よる増加、有形固定資産の取得が有形固定資産の減価償却額を
上回ったこと等により、前期末と比較して548百万円増加し、
3,135百万円となりました。
これらの結果、資産の部の当期末残高は、前期末と比較して

2,309百万円増加し、15,718百万円となりました。

資産の部

負債の部

負債の部の当期末残高は、未払法人税等の増加、前受金の増
加等により、前期末と比較して646百万円増加し、4,767百万
円となりました。

純資産の部

純資産の部の当期末残高は、親会社株主に帰属する当期純利
益を計上したことによる増加、剰余金の配当による減少、役員向
け株式交付信託による自己株式の取得による減少等により、前
期末と比較して1,663百万円増加し、10,950百万円となりました。
以上の結果、当期末の自己資本比率は、前期末と比較して0.4

ポイント増加し、69.7％となりました。

SAP AWARD OF EXCELLENCE 2024を受賞

海外日系企業のIT利用動向調査レポートを発表

B-SERVが秋田支店を開設、立地協定を締結　　　　
当社の100％子会社で、I Tシステムの運用・保守サービスを提供し

ているビジネスシステムサービス株式会社(B-SERV、読み：ビーサー
ブ)が秋田支店を開設し、秋田県および秋田市と立地協定を締結しま
した。秋田支店を通じて同県内の優秀な学生、社会人を採用し、良質
なI T人材（コンサルタントおよびエンジニア）の採用を一層拡大する
ことが目的です。これにより、さらに高品質で安定的なI Tシステムの
運用・保守サービスの提供を図ります。
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2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2028年度 2029年度2027年度

SaaSビジネスの売上計画

引き続き利益面が大きく増加いたしましたが、 2023年度ではここ数年のトレンドに比べて売上
高の伸びが大きかったことが特筆すべき点です。売上高は、10億円弱（前期比5％強）の伸びとなり
ました。プロダクト事業の売上高の伸びは7億円強で、mcframeライセンス販売が5.6億円を占め
ます。これが、売上高を押し上げつつ、利益増にも大きく貢献しました。ソリューション事業の売上
高の伸びは約3億円で、プロジェクトの採算性向上と相まって利益を押し上げました。

従来の経営計画（経営Vision 2026）では他の事業戦略との関連でサステナビリティを位置付け
ておりましたが、持続可能な社会に対する意識の高まりのなか、4つ目の事業戦略として明確化し、
その活動の強化を図ることとしました。
事業活動を通じた社会課題解決への取り組み例としては、製造業の温室効果ガス排出量シミュ

レーション機能の提供などが挙げられます。また、インドネシア職業高校への会計講師派遣、能登
半島震災被災地への支援活動等、非収益型の活動も行っています。企業基盤づくりとしては、サス
テナビリティ推進室の新設、マテリアリティの開示や温室効果ガスの削減目標設定、国連グローバ
ル・コンパクトへの加盟などがあります。

最近では、目まぐるしく変化する事業環境に対応するため、迅速なシステ
ム構築のニーズが高まっています。その有力な対応手法の一つがSaaS型
（クラウドの一形態）のサービスです。SaaSでは、初期設定こそ必要となる
ものの、あらかじめ提供された標準機能をサービスとして利用することで、
短期間でのシステム構築が可能です。また、システム構築後の変更や機能
追加に対しても自動的にアップデートされます。
生産管理の分野では、競争力の維持向上のために機能変更等が求められ

ますが、SaaSサービスでは一般に機能の変更はできません。この問題を解
決したのが当社の「mcframe X」です。豊富な標準機能とカスタマイズ性
のあるSaaSにより、短期間での導入、バージョンアップの保証、個別要件
への対応を実現します。
このような特徴により、「mcframe X」は、新たな領域を開拓できると考

えています。比較的少ないITスタッフで運用可能なため、日系企業様の海
外拠点への導入などの用途での利用も増えていくものと考えています。

同賞は、SAPジャパン社より高い評価を受けたパートナー企業に授
与される賞です。2024年、当社は、「プロジェクト・アワード」部門の
優秀賞を受賞いたしました。
株式会社LSIメディエンス様向けの調達ガバナンス強化プロジェク

トにおいて、予算・期間・人的リソースの厳しい制約のなかで顧客ニー
ズを十分理解し、調達業務のトランスフォーメーションに寄与したこ
とが高く評価されました。

当社は、2年前に続き、海外拠点を持つ日本企業の日本本社および海
外現地法人を対象に、「海外進出企業の情報システム/デジタル技術活
用に関する動向調査」を実施しました。為替変動や海外での人件費や
物価の上昇などが海外事業へ影響を与えた、コロナ後の変化を反映し
た動きが始まっている、海外拠点のIT活用強化の必要性を感じている、
などの状況が明らかになりました。

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2020年度 2021年度

42.042.0
35.035.0

21.521.5

2019年度

22.522.5

12.512.511.011.08.08.0

2022年度

64.064.0

2023年度

78.078.0

2024年度
（予定）

84.084.0

※ 2022年６月１日付で１対２の株式分割を行っており、2021年度以前の配当金につきましては、株式分割調整後の数値を記載しております。

※2019年度以前の実績は、収益認識会計基準の遡及適用前の数値を表示しています。

※mcframeライセンス売上高のうち、「SaaS利用料」を合計したもの

当社は、株主様への利益還元は配当により行う方針とし
ており、累進配当および連結配当性向が中長期的に35%

を上回るよう努めることを基本方針としております。
2023年度の配当金につきましては、2024年３月末時

点の株主様への期末配当金を１株あたり46円とさせてい
ただき、年間配当金は前期より14円増配の１株あたり78

円となり、９期連続増配となりました。2024年度（2025

年３月期）につきましては、当期より６円増配の年間84円
（中間配当・期末配当ともに42円）を予定しており、10期
連続増配とさせていただく予定です。

■ 1株あたり配当金
　　（単位：円）

決算説明動画のご案内
2023年度決算状況や経営計画「経営Vision 2026 改訂版」の進捗状況についての
ご説明動画をホームページに掲載しておりますので、是非ご覧ください。
https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/materials/briefing_materials.html

配当予想についてお聞かせください。

８期連続で過去最高益を更新しました。　　　　　

経営計画の4つ目の柱に「サステナビリティへの貢献」が加わりました。

生産管理システムをクラウドで提供開始しました。

連結財務諸表（要旨）Top Interview

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

18,50618,506

3,2463,246

19,49319,493

3,8853,885
17,76017,760

2,4122,412

17,70717,707

1,9021,902

17,72817,728

1,5731,573

15,25315,253

1,2081,208

13,47913,479

757757

13,28913,289

715715

12,54912,549

531531

事業を通じた
社会課題解決

非収益型の活動による
社会課題解決

企業基盤づくりを通じた
社会課題解決

（単位：百万円）

■ 売上高（連結）　■ 営業利益（連結）

mcframe X機能強化版リリース

mcframeファミリー製品統合

2026-2029年度で
3倍増の見込み

秋田県知事（右端）、秋田市長（左端）とともに
記念撮影する、B-SERV社長志村（中央）、当社
社長羽田（右から２番目）

資産の部 2023年度
2024年3月31日現在

2022年度
2023年3月31日現在

流動資産 12,583,247 10,821,627

　　現金及び預金 8,381,943 6,966,947

　　受取手形、売掛金及び契約資産 3,526,528 3,261,012

　　仕掛品 9,228 2,487

　　その他 665,546 591,179

固定資産 3,135,073 2,587,038

　有形固定資産 169,920 130,885

　　建物 66,451 52,188

　　工具、器具及び備品 103,468 78,696

　無形固定資産 1,627,390 1,347,364

　　ソフトウエア 1,622,421 1,341,840

　　その他 4,969 5,524

　投資その他の資産 1,337,762 1,108,787

　　投資有価証券 538,888 371,714

　　敷金 298,661 295,985

　　繰延税金資産 375,263 316,819

　　その他 130,449 129,768

　　貸倒引当金 △5,499 △5,499

資産合計 15,718,321 13,408,665

連結貸借対照表 （単位：千円）

2023年度
自2023年4月 1 日
至2024年3月31日

2022年度
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

売上高 19,493,075 18,506,410

売上原価 11,640,305 11,511,527

　売上総利益 7,852,770 6,994,883

販売費及び一般管理費 3,967,367 3,748,481

　営業利益 3,885,403 3,246,402

営業外収益 16,144 11,815

営業外費用 24,142 7,875

　経常利益 3,877,404 3,250,342

　税金等調整前当期純利益 3,877,404 3,250,342

　　法人税、住民税及び事業税 1,313,867 851,883

　　法人税等調整額 △62,259 70,214

　当期純利益 2,625,796 2,328,244

　親会社株主に帰属する当期純利益 2,625,796 2,328,244

連結損益計算書 （単位：千円）

2023年度
自2023年4月 1 日
至2024年3月31日

2022年度
自2022年4月 1 日
至2023年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,553,549 3,278,602

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,127,778 △696,626

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,003,343 △549,061

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,432 △11,855

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,414,996 2,021,059

現金及び現金同等物の期首残高 6,966,947 4,945,888

現金及び現金同等物の期末残高 8,381,943 6,966,947

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

当期業績と今後の取り組みについて 負債の部 2023年度
2024年3月31日現在

2022年度
2023年3月31日現在

流動負債 4,752,518 4,121,422
　　支払手形及び買掛金 422,634 498,809
　　短期借入金 100,000 100,000
　　未払費用 535,416 537,503
　　未払法人税等 969,646 406,246
　　前受金 1,312,757 1,128,019
　　賞与引当金 784,470 693,722
　　役員賞与引当金 47,900 80,000
　　品質保証引当金 18,942 22,507
　　受注損失引当金 ― 23,334
　　その他 560,749 631,280
固定負債 15,387 4,121,42―2
　　役員株式給付引当金 15,387 498,80―9

負債合計 4,767,906 4,121,422

純資産の部
株主資本 10,941,208 9,296,267
　　資本金 697,600 697,600
　　資本剰余金 565,273 565,273
　　利益剰余金 9,759,510 8,033,699
　　自己株式 △81,175 △304
その他の包括利益累計額 9,206 △9,025
　　その他有価証券評価差額金 37,643 11,979
　　為替換算調整勘定 △28,437 △21,005
純資産合計 10,950,415 9,287,242

負債純資産合計 15,718,321 13,408,665

流動資産につきましては、現金及び預金の増加、受取手形、
売掛金及び契約資産の増加等により、前期末と比較して1,761

百万円増加し、12,583百万円となりました。なお、当期末の
総資産に占める流動資産の比率は80.1％であります。
また、固定資産につきましては、無形固定資産の取得が無形

固定資産の減価償却額を上回ったこと、投資有価証券の取得に
よる増加、有形固定資産の取得が有形固定資産の減価償却額を
上回ったこと等により、前期末と比較して548百万円増加し、
3,135百万円となりました。
これらの結果、資産の部の当期末残高は、前期末と比較して

2,309百万円増加し、15,718百万円となりました。

資産の部

負債の部

負債の部の当期末残高は、未払法人税等の増加、前受金の増
加等により、前期末と比較して646百万円増加し、4,767百万
円となりました。

純資産の部

純資産の部の当期末残高は、親会社株主に帰属する当期純利
益を計上したことによる増加、剰余金の配当による減少、役員向
け株式交付信託による自己株式の取得による減少等により、前
期末と比較して1,663百万円増加し、10,950百万円となりました。
以上の結果、当期末の自己資本比率は、前期末と比較して0.4

ポイント増加し、69.7％となりました。

SAP AWARD OF EXCELLENCE 2024を受賞

海外日系企業のIT利用動向調査レポートを発表

B-SERVが秋田支店を開設、立地協定を締結　　　　
当社の100％子会社で、I Tシステムの運用・保守サービスを提供し

ているビジネスシステムサービス株式会社(B-SERV、読み：ビーサー
ブ)が秋田支店を開設し、秋田県および秋田市と立地協定を締結しま
した。秋田支店を通じて同県内の優秀な学生、社会人を採用し、良質
なI T人材（コンサルタントおよびエンジニア）の採用を一層拡大する
ことが目的です。これにより、さらに高品質で安定的なI Tシステムの
運用・保守サービスの提供を図ります。
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取締役社長

羽田 雅一

証券コード：4828

株主通信

当期におけるわが国経済は、一部に弱めの動きがみられたものの、企業収
益は改善しており、業況感は良好な水準を維持するもとで、景気は緩やかに
回復しています。情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）
に対する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資は堅調に推移しました。
このような経営環境において、当社グループは、2026年度を最終年度と

する６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のもと、主要顧客である
製造業のビジネス環境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・サー
ビスで支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の経営課題解決
に取り組むとともに、サステナビリティへの貢献にも取り組んでおります。
引き続き、複合型ソリューションの提供を通じて、顧客の業務効率化を推

進するとともに、多様な商材の知見・ノウハウの蓄積を図りました。また、自
社開発製品の機能強化と有力パートナーとの連携推進により、ソリューショ
ンポートフォリオの拡充と製造業のデジタル化を指向する「ものづくりデジ
タライゼーション」の推進に取り組み、提供ソリューションの高付加価値化
に努めました。
さらに、自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の機能強化・

拡充に努め、特に2024年４月の機能強化版リリースに向け、「mcframe」の
SaaS型製品の開発を促進いたしました。また、システム導入後に蓄積され
るデータの価値を最大化するビジネスやユーザー共創型ビジネスを推進し、
特に、進化する医薬品製造（細胞医療、連続生産等）への対応に向けて、製薬

業界との共創に取り組みました。
海外においては、東京本社と現地法人・現地パートナーとの一体的な顧

客支援体制を一層拡充しました。さらに、フィリピン、ベトナムでの
「mcframe」シリーズ製品の販売拡大を目指し、現地パートナーへの出資を
行うことで関係強化を図りました。また、従来の顧客の海外拠点のI T化に
加え、日本本社と海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・
サービスの提供を強化いたしました。
そのほか、人材を資本として捉え、その価値を最大限に引き出すことで中

長期的な企業価値向上を図るため、人材採用、人材育成・定着、エンゲージ
メント向上、働き方改革およびダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョ
ン等による人的資本経営の推進に取り組みました。顧客の社会課題解決に
寄与するデジタル化支援やサステナビリティ活動を支援する製品・サービス
の開発・提供に努めました。また、ESG関連方針の制定やマテリアリティ（重
要課題）の特定を行ったほか、温室効果ガス排出量（Scope1＋2）の削減目
標を設定し、当社グループのサステナビリティを巡る課題への対応を進めま
した。中長期的な成長と企業価値の向上を目指し、主に製品開発、人材・人
的資本、技術力・体制の強化に対し重点的に投資を行いました。
株主の皆様におかれましては、当社事業へのご理解とともに将来性にご

期待いただき、引き続き長期的な視点でのご支援を賜りたく、心よりお願い
申し上げます。

当期の概要

年
度2023

［ 第45期 ］

連結業績ハイライト

○ 受注高・売上高は、ソリューション事業の受注・売上増加とプロダクト事業の
ライセンス販売増加等により、過去最高を連続更新。mcframeライセンス売
上高も過去最高を連続更新（前期比14.9%増）。

○ 利益は、売上高増加による利益増、ソリューション事業のプロジェクト採算性
向上やプロダクト事業のライセンス販売伸長などにより、8期連続過去最高
益を更新。

決算のポイント

［ 2023年4月1日～2024年3月31日 ］通 期

株主の皆様には平素より格別のご支援とご高配を賜り、
誠にありがたく厚く御礼申し上げます。
ここに、当社グループ2023年度（2024年3月期）通期の
「株主通信」をお届けし、当社グループの事業内容および
当期の状況についてご説明申し上げます。

2024年6月

株主の皆様へ

2023年度

19,493

2021年度

17,76017,760 18,50618,506

2022年度

売上高

2023年度

19,955

2021年度

17,91217,912 19,21619,216

2022年度

受注高

2023年度

3,885

2021年度

2,4122,412

3,2463,246

2022年度

営業利益

2021年度 2023年度

2,625

2022年度

1,6431,643

2,3282,328

親会社株主に帰属する当期純利益

2023年度

3,877

2021年度

2,4432,443

3,2503,250

2022年度

経常利益

2023年度

10,950

15,718

2021年度

11,49111,491

7,4757,475

13,40813,408

9,2879,287

2022年度

■ 純資産　■ 総資産

　（単位：百万円）

株式の状況

大株主

所有者別株式分布状況

株主メモ
事業年度
毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会
毎年6月

基準日
定時株主総会・期末配当 3月31日
中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ
公告いたします。

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
［郵便物送付先・電話照会先］
〒168-0063 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 
証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株
式会社の本店および全国各支店で
行っております。
単元株式数
100株
公告の方法
電子公告 https://www.b-en-g.co.jp/

金融機関

証券会社

外国人

個人・その他

その他国内法人

■ 金融機関
4.10%■ 外国人

4.40%

■ 個人・その他
(自己株式含む)
31.41%

■ 証券会社
1.64%

■ その他国内法人
58.45%

2024年3月31日現在

発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 12,000,000株

株 主 数 8,893名

所有株式数（株） 所有比率（%）

株式会社図研 2,520,000 21.00

三谷産業株式会社 1,488,000 12.40

ウイングアーク１ｓｔ株式会社 960,000 8.00

株式会社インテック 720,000 6.00

キヤノンＩＴソリューションズ株式会社 720,000 6.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 348,400 2.90

株式会社テクノスジャパン 180,000 1.50

B-EN-G社員持株会 152,500 1.27

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 123,400 1.02

株式会社アバントグループ 108,000 0.90

株式会社テラスカイ 108,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 108,000 0.90

社 名 ビジネスエンジニアリング株式会社
事 業 開 始 1999年4月（設立 1980年12月）
資 本 金 697,600,000円
従 業 員 数 連結699名　単体537名（2024年3月31日現在）
業 務 内 容 企業経営および情報通信システムのコンサルティング

コンピュータネットワークの企画および開発
情報通信システムの企画、開発、販売およびリース

本 社 東京都千代田区大手町1丁目8番1号
KDDI大手町ビル

関 西 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島6丁目1番1号　
新大阪プライムタワー4階

中 部 営 業 所 愛知県名古屋市中村区名駅３丁目26番８号
KDX名古屋駅前ビル13階

グループ会社 ビジネスシステムサービス株式会社
Business Engineering America, Inc.
畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司
Toyo Business Engineering（Thailand）Co., Ltd.
PT. Toyo Business Engineering Indonesia
Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

会社概要  （2024年6月21日現在）

役　員  （2024年6月21日現在））

代表取締役　取締役社長 羽　田　　雅　一
代表取締役　専務取 締 役 別　納　　成　明
常 務 取 締 役 中　野　　敦　士
常 務 取 締 役 佐　藤　　雄　祐
取 締 役 入　交　　俊　行
取 締 役 宮　澤　　由美子
社 外 取 締 役 清　水　　　　弘
社 外 取 締 役 北　村　　正　仁
社外取締役　監査等委員 志　水　　直　樹
社外取締役　監査等委員 三　好　　貴　子
取締役　常勤監査等委員 大　塚　　博　文

ソリューション事業　

プロダクト事業

　顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じ
た提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビジネスシス
テムサービス株式会社が展開。
○ 顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組む。
○ 安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件
の拡大に努めるとともに、サービス品質および生産性の向
上に注力し、採算性が向上。

　受注高497百万円（前期比29.3％増）、売上高398百万円（前
期比5.9％減）、セグメント利益498百万円（前期比10.7％増）。

システムサポート事業

売上高構成
合計

19,493百万円

システムサポート事業

398百万円
2.0%

ソリューション事業

12,767百万円
65.5%

プロダクト事業

6,326百万円
32.5%

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティ
ング、システム構築等を主に行う事業。
○ 継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを中
長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力。機械・精
密機器、製薬、食品、化学等の多様な業界から受注獲得。
○ E R Pシステムを主に、製造実行管理システム、サプライ
チェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシステ

　自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネ
スパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベースとした
コンサルティング、システム構築等を行う事業。
○主力製品「mcf rame 7」の機能強化をはじめとして、顧客
のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与する
機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向
上や作業技能習得に寄与するI oTサービスの機能強化を
図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力。
○多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進

ムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力。
○ 当事業が強みを持つ付加価値の高い領域に注力するとと
もに、プロジェクト採算性向上に努め、利益面は伸長。

　受注高12,98 0百万円（前期比0.9％増）、売上高12,767

百万円（前期比2.4％増）、セグメント利益3,244百万円（前期
比13.3％増）。

活動を展開。
○長期的にビジネスパートナーおよびエンジニアリング
パートナーの拡大と関係強化に取り組んできたことが新
規顧客・案件の獲得につながる。また、主力製品の
「mcf rame 7」およびその周辺ソリューションの販売が
増加したことで、ライセンス販売は伸長。

　受注高6,477百万円（前期比8.5％増）、売上高6,326百万
円（前期比12.8％増）、セグメント利益2,024百万円（前期比
22.3％増）。

IRカレンダー
（予定）

セグメント別事業概況

インフォメーション
今後１年間の活動予定をお知らせいたします。従来と同様、年４回の決算発表を軸に、本株主通信の発行および株主優待品の

クオ・カードのお届けも、年４回実施させていただく予定です。なお、配当については、中間と期末の年２回を予定しております。

+12.8%+19.3%+19.7%

+3.8% +5.3%

※  当社グループは2023年4月1日付で組織改正を行っており、プロダクト事業からソリューション事業へ一部案件を移管しております。前期との比較・分析にあた
っては、当該組織改正を遡って適用した後の数値を用いております。

2024年 2025年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

決 算 発 表

配 当 金 支 払

株主優待発送

株主通信発送

株主総会開催

●第2四半期決算発表

●中間配当

●通期　決算発表
●第1四半期決算発表 ●第3四半期決算発表

●定時株主総会

●期末配当

●3月末基準株主優待

●通期株主通信

●6月末基準株主優待

●第1四半期株主通信

●9月末基準株主優待

●第2四半期株主通信

●12月末基準株主優待

●第3四半期株主通信

2024年６月21日開催の第45期定時
株主総会において報告ならびに決議さ
れました内容は、ホームページに掲載
しておりますのでご覧ください。

https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/stock_info/soukai.html

「第45期定時株主総会決議ご通知」のご案内

本社：〒 100-0004 東京都千代田区大手町 1-8-1 KDDI 大手町ビル 
TEL.03-3510-1600 ／ FAX.03-3510-1624
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